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（１）完全なる社会法規部の特質
（１）
前述のように，ハーヴァード大学ロースクーノレのアルフレッド･デュポソ・
チャンドラー教授（Prof,A1frednChandler,Ｊｒ）は，その名著"S伽/egy
α"cﾉＳﾉｸﾞ"ｃｊ"”－Cﾉbα，/eハノ〃ノノｊｅＨｉｓｊｏ〃ｑ／ﾉﾉｚｃＩ"d"sが/αノＥ"feゅγise，，
の中で，「経営組織は戦略に従う」という命題が実証的に展開されていると
（２）
ころであるカミ，しかし近時，その企業の経営戦略(corporatestrategy）も法
２(legalstrategy）によって規制するという急激な企業環境が形成されつつあ
る今日，私は，今や法を企業経営(businessmanagement,businessadmini‐
stration）という側面からゑて，“法は経営戦略のためにある'，と考える。今
後，企業経営において“法律なくして経営なし，，という傾向が顕著に現われ
てくるであろう。
この法は経営戦略のためにある，という命題を実証的に展開する前提条件
として，企業内において経営戦略法務を実践化するための企業内組織として
の「完全なる会社法規部」（perfectlawdepartment）の特質を明確にして
（３）（４）おきたい。会社法規部の形成発展過程において機能的に分類するとく表18＞
に示すように概ね第一法規部時代においてはその形態はサービス・スタッフ
型法規部（servicestaffdivision）であり，その機能は治療法務(紛争処理）
型法規部である。第二期法規部時代はスペシャリスト型法規部（specialist
division）であり，その機能は予防法務型法規部である。第三期法規部時代
はゼネラル・スタッフ型法規部（generalstaffdivision）であり，その主た
る社会法務の機能は戦略的法務型法規部であると類型化することができる。
この会社法規部の形成発展過程で第３期法規部時代のゼネラル・スタッフ
型法規部としての形態を備え，戦略法務型法規部としての機能を発揮できる
法規部を完全なる会社法規部と解している。これに対してサービス・スタッ
フ型法規部とスペシャリスト型法規部は不完全なる会社法規部といえ不完全
なる会社法規部では経営上の法的危険を回避することはできない。このよう
な完全なる会社法規部には，次のような特質（characteristic）を有するもの
<表18＞会社法規部形成発展過程における形態と機能
～｜法規部の形態 法規の機能
第１期法規部時代|ｻｰﾋﾞｽ･ｽﾀｯﾌ型法規部|蒙療法務(紛争処理)型法規
第２期法規部時代｜スペシャリスト型法規部｜予防法務型法規部
第３期法規部時代｜ゼネラル・スタッフ型法規部｜戦略法務型法規部
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といえる。
第一の特質完全なる会社法規部は，企業経営上のあらゆる会社法務とし
ての法律事務（legalwork）を，一元的，統一的．集中的に処理する部署
(auxiliaryorservicedivision）である。従来より，わが国においては，法
規部が設置していない企業，また会社法規部は存在していても不完全なる会
社法規部になっている企業の中には，企業経営上の法律事務の処理は，治療
法務的に，裁判法学的につまり法的危険（legalrisk）が具体的に発生したと
（５）
き，その法的危険力:発生したそれぞれの部署でその処理をしてきたが，それ
は今日のように企業環境をめぐる経済法律環境が激変しているときには，非
科学的，非合理的であるといえよう。
法規部が，完全なる法規部としての実体を具備している場合では，これら
の企業のあらゆる法律事務と純法律家である弁護士と準法律家(1awspecia‐
list）が，法規部という法律専門家の部署において一元的に統一的仁かつ集
中的に処理することが可能であり，その結果，法律事務を迅速，正確かつ有
利つまり予防法務的かつ経営戦略的に処理することが可能である。
アメリカにおいても，ハーマン.Ｅ・クルース，チャールズギルバート共
著の『アメリカ経営史』（Prof,HermanEKroossandCharlesGilbert，
伽”/Ｃａ〃Ｂ"s伽ssHjst01qy（1972)）チヤンドラ教授の『経営者の時代」（Tﾉｂｃ
ＷＳｊ６に肋"‘Ｔ"Ｍｚ"ageγ/αノルzﾉ0ﾉ"肋〃/〃伽”ｊｃａ〃Ｂ"S/"GSS(1977))．ルイ
スＡ，アレンの『管理と組織』（A11en,ＬｏｖｉｓＡ，“Ｍｚ"ege"`"/＆Ｏγgzz"jzaﾉｰ
ﾉ0"',（1959）に承られるように，第１期法規部時代の初期においては基本的に
（６）
lま不完全なる会社法規部であったとふられる。アメリカの近代企業(modern
corporations）においては，チャンドラ教授が主張されていたように「ア
メリカにおける会社法規部は，アメリカの近代企業の経営史（BusinessHi‐
story）のスタートと共にある」といえよう。そのアメリカにおける近代企
業は1880年から1900年の初頭にかけて，ファミリー企業の合併等による最初
の巨大統企業の登場を契機とする。そして「アメリカの会社法規部の歴史は
社内弁護士（insidecounsel）の歴史だ」ともいえる。1882年のスタンダー
４ドオイル・ニュージャージ社（Standardoilcompanynewjersey）の法規
部が，アメリカに設けられた最初の法規部とふられるが，それは社内弁護士
を擁するもののケースであり，ブラックフォード，カー共著の『アメリカ経
営史』（ManselG,B1ackfordandK,AustinKerr.,Ｂ"ｓｊ"ｅｓｓＥ"'c”γ/Sc〃
伽”ｊｃａ〃Ｈ/S/olay（1986）：ノ||辺信雄監訳『アメリカ経営史」ミネルヴァ書房
(1988)によると，ペンシルヴァニア鉄道(Pennsylvaniarailroadcompany）
(6)の２が1857年に法規部を設置している。しかし，その会社法規部にI土当時，一般
的には社内弁護士は雇用されてはいないと承られ，わが国の企業にみられる
第１法規部時代と同様サービススタッフ型法規部と承られる。アメリカにお
いて社内弁護士の存在が経営界で注目され，社会的脚光を浴びてきたのは，
（７）第２次大戦後の1950年以降のことだ，とされている。
第２の特質完全なる会社法規部は企業経営上のあらゆる法律事務や法的
危険を予防法務的（preventivelaw）かつ戦略法務的に処理するリーガルリ
スク・マネージメント（legalriskmanagement）の部署である。
完全なる会社法規部は，法律専門家としての社内弁護士を抱えることによ
って，まず法律事務や企業経営から発生が予見（foresight）される法的危険
の具体的発生を未然に防止することができる。この会社法規部による徹底し
た予防法務の実践について，日本アイ・ビー・エム常務取締役（法務統括）
の高石義一氏（社内弁護士）は，かつて作家小中陽太郎氏のインタビューに
答えて，「企業にとっては“訴訟はゴミ，’です。うしろ向きのもの。企業に
とっては，本来訴訟はないほうがよい。予防医学に対して，予防法学が必要
（８）
だ……」と語っている。
アイ・ピー・エムは「訴訟がない」という“リスクレス経営，，が大きな特
色として経済界から注目されている。そのリスクレスは社内弁護士がどうす
れば訴訟を回避できるかを知っているからである。つまり，「社内弁護士に
（９）
よる予防法務体制の徹底が組織の末端まで浸透してし､ることの証」であると
いえよう。また，社内弁護士は“弁護士”であるがゆえに，時にトップマネ
ジメントの違法な経営判断に対して退社さえ覚↓盾して，つまり職をかげても
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断固反対することもでき，この態度が社内の予防法務の徹底および戦略法務
⑩
処理力:貫徹できるのである。さらに，企業経営上の意思決定のための法的要
素（legalelement）を反映させ，企業経営の政策決定（determinationof
policy）に影響する恐れのある法的危険を未然に防ぐための統一的解明と戦
略法務的（legalstrategic）のための指標（indexes）が迅速かつ正確に得ら
れることを可能とするといえる。すなわち，完全なる会社法規部なるがゆえ
に企業経営の意思決定における主観主義が排除できると解する。
第３の特質完全なる会社法規部は，法務専門の補助またはサービス部署
(auxiliaryorservicedMsion）である。前述のように，会社法規部はその
形成発展過程から糸て通常三つの形態がある。第一の形態はサービス・スタ
フ型，第２の形態がスペシャリスト型であり，第３の型態が戦略法務を志向
するゼネラル・スタッフ型である。企業規模や企業の形態，業績等により異
なるケースがあるが一般的には法規部は初期においてはサービス型であり，
順次必要に応じ内部組織の完全を図りつつスペシャリスト型からゼネラルス
タッフ型に移行する。例外として起業の段階から完全なる会社法規部として
の組織が創設されるケースもある。
完全なる会社法規部は法律専門のサービス部署，すなわち，スタッフ(sta‐
ff）である。企業は，その合理的な管理組織（managementorganization）
を構築するためにトップマネジメントの業務執行を効果的に遂行させるため
の補助的組織の一つとしてスタッフ組織(stafforganization）を設置される
⑪
という。スタッフIま「専門家の立場から特定の管理者に助言を与えることを
⑫
任務」とするものである，と解されている。このスタッフIま参謀（部）制度
⑬
ともし､えよう。
ところで，会社法規部は法律専門のサービス部署は，すなわち専門スタッ
フ（specialstaff）である。高宮晋博士は，その著書『経営組織論」の中で
⑭
アレンのスタッフ論をつぎのようlこ紹介されている。すなわち，スタッフを
個人的スタッフ（personalstaff）と専門スタッフ（specializedstaff）に分
けている。個人スタッフとしては，経営管理者の職務行使を助けるため，助
６言（advice）と助力（service）を提供する補佐者であるといい，専門家スタ
ッフはライン部門あるいは他のスタッフ部門にたいして助言と助力を提供す
⑮
る部門であるという。完全なる会社法規部Iま専門スタッフである。
第四の特色完全なる会社法規部は，法律専門家（legalspecialist）の集
団としての部署である。会社法規部のあるべき姿は“経営と法律の一体化，,
という経営法学の基本理念に立脚して企業経営上のあらゆる法的危険の発生
を未然に予見し，具体的発生を未然に防ぐ予防法的機能と法律事務の戦略法
務的処理機能を有すべきである。その法規部の存在目的を実現するため，い
わゆる経営学的人間像を身につげた会社法務に精通し，会社法規部について
の哲学を有し使命を認識している純法律家としての弁護士と準法律家のシス
テム化された法律専門家の集団であらねばならない。
私は以上の四つの特色（条件）を具備した会社法規部をリスクレスに直結
する完全なる会社法規部という仮設をたてている。以下，日米企業にふる
“完全なる会社法規部”の組織と機能を考察する。まずアメリカの企業にふ
る会社法規部を主としてチャールズ，Ｓ，マドック氏の「会社法規部」論
(CharlesS，MaddockT"CCC，ePoγαﾉﾉ0〃Ｌａｚ(ﾉDCP”'ｍｅ"/,３０，HarvardBusi‐
nessReviewpp,119-136（1952）を通しあるべき完全なる会社法規部を論述
する。
（２）アメリカ企業に承る完全なる会社法規部一マドックの会社法規部論
１研究対象としての会社法規部会社法規部が研究の対象とされ始め
たのは，日米ともに比較的歴史が浅いといえる。わが国においては，1960年
００
代後半頃からごく少数の研究者による文献がZAられるようになった。わが国
企業における会社法規部形成発展過程に承る第一期法規部時代と期を－にす
る。会社法規部の実態調査もこの時期に初めて実施されている。すなわち，
社団法人商事法務研究会が1965年に実施した「企業内法律業務に関する実態
⑰
調査」力:それである。そのご'同研究会は５年毎に会社法規部の実態調査を
⑬
実施している。また，海外の会社法規部の視察の実施l土1971年lこ関西生産本
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部が実施した「渡米経営法務視察団」が編成ざれ約５週間にわたってアメリ
カに派遣されたのが初めてである。次いで1979年に社団法人商事法務研究会
が編成した｢米国商事法務事情視察団｣続いて1983年に経営法友会が編成した
⑲
「欧ｸﾄ|商事法務事'肩視察団」がある。本格的な国際時代を迎え，対外(海外）
直接投資が活発化しているが，わが国企業のアメリカ現地法人の法規部の実
⑪
態報告として宮沢教授の『海外進歩企業の法務組織』力:ある。
アメリカにおける会社法規部の研究そのものの歴史も比較的新しく，１９５０
年以降とふられる。アメリカ企業における会社法規部の設置は前述のように
1800年代の後半であり，社内弁護士を雇用するようになったのも原則として
期を一にしている。チャンドラー教授が述べているように，“近代的巨大企
業の歴史が会社法規部の歴史”でもあるといえる。それは，まず当時のいわ
＠】）
ぱ花形企業であった運河，通信，鉄道など公益的企業にZ入られた。しかし，
〈表１＞に示したようにそれはアメリカの企業における第一期法規部時代の
前期にあたり，その当時の会社法規部が独立した研究分野とは認知されてい
なかった，と承られ，会社法規部独自の文献もなく，当時のアメリカ経営史
⑫
の文献に“会社法規部'，という文言が散見される位と承られる。
アメリカにおいて会社法規部および社内弁護士の存在およびそれが学問的
⑬
な研究対象となったのは1950年以後とふられる。すifJﾐわち，前掲のマドヅク
が1952年に「ハーヴァード・ビジネス・レヴュー」（HarvardBusmessRe‐
view）の３．４月号に寄稿した「会社法規部」（T"ＧＣＣ伽γαﾉﾉ0〃Ｌα〃Ｄ”｡"‐
”"/）がアメリカにおいて，アメリカ企業における会社法規部の実態を明か
㈱
にした最初の文献であるといえよう。このマドックの論文l土1948年にCou‐
ｎｃｉｌｏｆＬａｙｍａｎａｎｄＬａｗｙｅｒｓが実施した“SurveyoftheLegalPro
fessionintheUnitedStateofAmerica”（アメリカ合衆国法律家実態
㈲
調査）の調査報告書に基いて執筆されたものである。本論文|エアメリカにお
ける会社法規部および社内弁護士の実態を明確にした最初のかつ最も権威の
ある文献といえよう。
本論文は1948年の時点におけるアメリカの近代企業における会社法規部の
８実態を基に執筆されたものであるから，その内容はアメリカ企業における第
二期法規部時代の前期の後半における会社法規部の形成発展過程をふること
ができる。本論文発表後に発表されたデイヴット．Ｓ、ルーダー教授(Prof，
DavidSRuderの論文「近代株式会社における会社法規部の利用拡大の
ための提言」（Ａｓ"99℃sﾉﾉ０，Ｍ,'１"cγｅａｓＭ“Sc〃ＣＯ”oγα'ｅＬａｚ(ﾉDCPα"ｗｅ"ﾉﾉ〃
鯛
川-.”〃ＣＯ伽γαﾉﾉo"」は，アメリカ企業における第二期法規部時代の後期
０７）
の後半における会社法規部について論じられたものであるが，この論文Iま，
マドックの論文に影響されているとふられる。この時代の社内弁護士の役割
幽
等を論述したものに，Donnell教授の『会社弁護士・役害lについての研究』
(Prof,ＪｏｈｎＤ・Donnell；ＴﾉｾCCC”oγα/CCC""SCJαγo化ｓ/"dy）がある。
その後，アメリカの経済界，産業界は1973年の石油ショック（oilcrisis）
の洗礼を受けアメリカの会社法規部はさらに充実強化されてきた。この石油
ショックを契機にアメリカの企業は1974年より第３期法規部時代の幕明けと
なる。この第三期の前期の前半の実態にかからしめて会社法規部の実態とそ
の在り方を論述されたのがノレーダ教授の論文「今日の会社における法規部」
(T"CCC伽'αﾉﾉ0〃ＬａｚｕαPαγ/腕c"ノノ〃ＺＭ`Zy,ＳＣＯ伽γαﾉﾉ0"）である。同論文は，
アメリカ法曹協会（AmericanBarAssociation）が発行の「ビジネス．ロ
ーヤー」（TheBusinessLawyer）の1979年２月号の特集「Proceedingof
⑲
CorporateLawDepartmentForum」ｌこ掲載された論文の一編である。
さらに，1980年代に入って先進諸国がグローバル化した中でアメリカの経
済界，産業界は対日および対欧間さらに対ＮＩＥＳ（新興工業経済群）間と
の貿易摩擦や技術摩擦が法的紛争と法律違反という形で法的危険が急激に顕
在化してきたことが主たる背景となりアメリカ企業の法規部はさらに拡大強
ＣＯ
化されて今日に致っている。その実態は，アメリカをして“訴訟社会，，を形
成させ，訴訟王国アメリカの様相を呈し“病めるアメリカ，，の一部をなして
８１）
いる，ともＺ入られている。
２マドックの会社法規部論に承る組織論
（１）論文の背景マドック氏が「会社法規部」論（T/ｚｅＣｏγPOγα/O〃Ｌａｚ(ﾉルー
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）９
〃/柳e"/）を発表したのは前述のように1952年であり，同論文の基礎データ
となった実態調査（"SurveyoftheLegalProfessionintheUnitedState
ofAmerica，'）が実施されたのは1948年であった。したがって，同論文はア
メリカの企業における第二期法規時代の前期の後半の時点での実態を基くも
のといえる。
この1950年の20年前の前年つまり1929年10月24日は“ウォール街の大暴
落'，に象徴される‘`暗黒の木曜日'，で始まったアメリカの金融大恐慌(great
B2
depression）であっﾌﾟこといえよう。この大恐慌l土たちまちアメリカの全産業
部門に大きく影響を及ぼし，1931年～33年には全世界に波及した。時点，ア
メリカでは物価は急激に下落し，輸出は大減退をきたし，銀行は次々に倒産
し，街には失業者があふれ，深刻な社内不安を招来した。
その後，1933年アメリカの政権は共和党のフーヴア（HerbertC1erkHo-
over；1874-1964）から民主党のフランクリン・ルーズベルト（FranklinD
Roosevelt；1882-1945）に移り，アメリカのこの金融恐慌を救済するために
いわゆるニューディール（NewDeal）政策を打ち出された。このニューデ
ィール政策は，要するに，従来の資本主義経済の欠陥を補充するために，社
会主義的要素を導入し金融，産業，物価問題題に対して強力な国家統制を
実施したものである。
このような，社会的，政治的，経済的背景によりアメリカの企業をとりま
く企業環境(businessenvironment）の変貌と法的環境(legalenvironment）
の急激な変化は，従来のような政府の規制から自由でなくなり，従来のレツ
セ・フエールから‘`法の政治化”と‘`私法から公法化'，“司法より行政'，と
いう傾向が顕われ会社経営に対する立法その他政府規制が急激に強化されて
きた。このような企業をめぐる法的環境の変化に伴ないアメリカの会社経営
者(topmanagement）はこの環境変化に対し如何に対応すべきかが重大課題
となってきた。すなわち，立法その他の政府規制に対して私企業が法的危険
を未然に回避するために社会弁護士（outsidecounsel）による診断(counsel
ofattorneys）の承ならず社内弁護士（housecounseLcorporatelawyer，
1０
corporateattorney,insidecounsel）を人的構成要素とする“完全なる会社
轍
法規部'，の設置の必要性力:迫られてきたのである。
マドック氏は，アメリカにおいて“完全なる会社法規部'，の必要性を促し
た最大の原因として，概ねつぎのように述べている。すなわち,｢過去20年間
（筆者注：1930年～1950年の間)，活動のすべての面に関連して，弁護士の
診断の必要性を認めている私企業（産業会社）はその数を増してきている。
この必要性の根拠は，基本的にはその時期に政府（とりわけ連邦政府）と産
業との間の関係に起きた大きな変化にまでさかのぼることができる。ほんの
２～３年前までは，政府の規制から自由であった問題を取り扱っている多く
の法律に私企業（産業会社）が関心をもつことは，今や必要なことなのであ
る。たとえば，1931年以来制定された法令のほんの二，三をあげてゑても，
FairLaborStandardsAct（公正労働基準法）（1938年)，NationalLa‐
borRelationsActs（通称ワグナ法＝全国労働関係法）（1935年)，1933年
のSecuritiesＡｃｔ（証券法）SecuritiesExchangeAct（証券取引法
1934年）FederalFoodDrugandCosmeticAct，Robinson-Patman
eO
Actなど広範囲にわたる進歩を考えてＺＡたらよい。企業が法律を解釈し，
そして種々の政府行政機関と取引するために，それらの法律やそれをもとと
して実施せられる規制を十分に認識することは，必要不可欠になってきてい
る。すべての私企業が，これらの法律や規制と衝突を感じるようになったた
め，多くの会社は，内密の活動において，弁護士によって適切に配慮された
法的な指導を要求するようになった。そして，比較的小さな会社でさえも会
社運営のすべての面において会社に影響を及ぼす法的問題の迷路を通って，
会社をうまく導いていくために必要な日々のコンサルテーションを獲得する
田
方法として，法規部を矛Ⅲ用する傾向が強まってきている」と述べている。
（２）法規部の組織一組織の会社内の地位
マドックの論文は“完全なる会社法規部'，の必要性を促した原因（背景）
について会社法規部の組織，企業内の位置，会社法規部の有利性と不利性，
会社法規部の権限（活動）とその存在意義，経済性，人的組織管理等に論及
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）１１
Ｌ，その結論として会社法規部の有用性を強調している。
同論文はく表７＞に示しているように1949年の時点において2048の民間団
体（私法人）によって雇われていた弁護士5428人のうち1996名が，３人ある
いはそれ以上から構成されている法規部を有する合計231の私企業によって
雇用されている<表７＞に示された数に加えて３０１の他の私企業が２名の弁
護士を雇っており，769の会社が１名の弁護士を雇用している。２０４８の民間
団体に雇われた5428名の中に，保険会社895名，銀行547名，カレッジと総合
大学に239人，その他となっている。以上はあくまで限定された企業の社内
ＧＣＩ
弁護士の数である。
なお，マドックの論文は第二期法規部時代の前期後半の時点での会社法規
部の大きさと組織であるが，その後アメリカの企業における法規部設置企業
<表19＞アメリカ企業の法規部トップ20社と弁護士数
①AmericanTelephone＆Telegraph
②Exxon
③GeneralE1ectric
④PrudentialInsurance
⑤ＤｕＰｏｎｔ
⑥ＭｏｂｉｌＯｉｌ
⑦StandardOil（Indiana）
③ＧＭ
⑨ＧｕｌｆＯｉｌ
⑩BankAmerica
⑪Hartfordlnsurance
⑫ＩＢＭ
⑬AtlanticRichfield
⑭SearsRoebuck
⑮WestinghouseE1ectric
⑯ＦｏｒｄMotor
⑰UnionCarbide
⑬ＳｈｅｌｌＯｉｌ
⑲UnitedTechnologies
⑳Texaco
２
４
２
２
４
８
９
９
２
０
０
８
８
１
９
０
８
４
４
１
０
８
０
０
９
８
７
５
５
５
４
３
３
３
２
１
０
０
０
０
９
３
３
２
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
１
(注）「BusinessWeek」；Sept，1.1980.ｐ､７０．
(Ｄａｔａ：ＬａｗａｎｄＢｕｓｉｎｅｓｓｌｎｃＢＷ）
1２
数とその社内弁護士数が第三期法規部時代の前期，そして後期の1980年代を
⑰
迎えて急増している。〈表19＞はその事実を物語ってし､ろ。
会社法規部の企業内における地位（位置）はサービス部門（servicedivi‐
sion）として分類されている。すなわち，人事，医療，事故，調査などの部
と似た立場にある。一般に会社法規部は，最高経営管理層（topmanagem‐
ent）や経営管理層（middlemanagement）その他すべての部門に対して法
的な診断（法的助言）と指導（サービス）を提供するほか，会社が巻き込ま
れる訴訟事件についても関与する。法規部長（generalcounsel）は自分が役
員（officer）でない場合ならば会社の社長（president）あるいは副社長
(vicepresident）に直接報告をするほか，取締役の一員でなくともすべての
部会に出席できるほか，重要な政策会議の一員でもありうる，という。さら
に，会社の総括的な政策や計画を立てる経営者から相談を受けるという地位
田
Iこあると説く。
（３）会社法規部の設置会社法規部は特定企業の法的助力の必要性を満足
させるために創られたサービス部署であり，それゆえに法規部の規模や，そ
の中における所管事項はその会社運営の性質によって決定されると説く。法
規部員数や投下資本額は，それらの要員が会社運営の複雑さや広がりに反映
する範囲においての承重要であると説く。したがって，従業員300人の会社
が，その法規部に10人の社内弁護士を雇用し，一方，５０，０００人の従業員を擁
する会社でも，たった３人の社内弁護士で構成されているケースもあるとい
う。会社法規部を如何に企業内に位置づけ，また組織化することも究極にお
御
いて経営戦略の問題であるとし､えよう。
法規部長の資格名称は，通常"GeneralCounsel，’であるが，会社によっ
ては``DirectoroftheLegalDepartment，，とか，“ChiefCounsel'，そ
の他法規部の長であることを示すような名称で呼んでいる。法規部長以外の
者の身分を示すために使われる名称は，部の規模や組織された方法により決
められるが，一般的には‘`counsel'，‘`attorney'，あるいは“barrister，，
（法廷弁護士）に対する名称として“solicitor，，（事務弁護士）と呼ばれて
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）１３
（４１
（､る，という。
〈表５＞やく表６＞で示したようにフォードやＧＭなどまたぐ表12＞に示
したフアイザーのような法規部のように規模が大きければ課を構成している。
フォードのようにlitigationdivision（訴訟課)，internationaldivision
（国際取引課)，patentdivision（特許課）corporatedivision（会社実
務)，taxdivision（税務課）などというように課を構成する。企業規模が
さらに拡大すると通常それにスライドして会社法規部の組織も拡大する。ア
メリカの企業の第三期法規部時代の後半におけるＧＭの法規部の組織はく表
21＞に示すように複雑化している。このことばく表12＞に示しているファイ
ザー社の1988年の時点における会社法規部にもふられる。いずれもすでに成
熟期を迎え，戦略的機能が十二分に発揮している完全なる会社法規部の組織
を形成している。
ところで，各々の課の長（assistantcounseLassistantattorney，group
head；部長補佐等）のもとに，専門の社内弁護士たとえば“pattentattor‐
ney'，とか“claimsattorney，，とも称される社内弁護士が配置されている。
この名称は法規部内でるランクを示す随名称として身分を明示すると共に彼
らの仕事の性質を示すタイトルでもある。アメリカにおける会社法規部で働
く社内弁護士は，かつては個人的に活躍し経験のある弁護士がロー・スクー
ルから直接雇用された若人よりも歓迎されていたが，今は社内研修（訓練）
のプログラムを作成し，トップレベルのロー・スクール（lawschool）の卒
仙
業者から優秀な人材を集める傾向にあるという。この傾向Iま第３期法規部時
代に入って更に顕著となっている。
（４）法規部の長所マドックの論文は私企業が会社法規部を持つことに
⑫
よりつぎの長所有利性（advantage）力:あると説く。つまり，法規部を有す
ることにより著しい利益（distinctadvantages）を与えるという（なお，会
社法規部を有することは，いくつかの短所もありうる。それは法規部の有利
性を分析するのに有用であるという)。マドックは会社法規部の有利性とし
て“事実の認識，，（knowledgeoffacts）と‘`preventivelaw'，“予防法”
をあげている。
第１の長所会社法規部の第１の長所は，事実を良く認識していることと
説く。法規部の社内弁護士としての法規部員（keptlawyer）は，会社の実
態をよく知っているため，会社の法律問題の原因となった背景の事実につい
て社外弁護士よりも適確に認識し把握している。法律は抽象的に行なわれる
ものではなく，現実の状況に則して適用されるものだけに，社内弁護士の事
実の認識は，会社法規部の最も重要な利点といえる。
如何なる法律家も依頼者の現実的問題の背景を完全に理解ができなければ
秀れた助言をすることはできない。有能な弁護士は事実を正確に把握するこ
とがその仕事の最も難しい部分であることを認めるであろう。その事実を認
識する上で社外弁護士よりも社内弁護士の方が決定的に有利である。会社法
規部の社内弁護士はたった１人の依頼者（雇用されている会社）をもってい
るに過ぎないので迅速に法的助言と法的助力ができる。さらに社内弁護士は
会社の社員の認識を通じて，二重のチェックをすることができる。これに反
して社外弁護士は，多くの依頼者から相談を受け依頼者を通して事実を把握
する情報を引き出すところに時機を逸してしまう危険性もあるし，事実を適
㈹
確に把握するのに限界力:あると説く。
第２の長所会社法規部の第２の長所は予防法（preventivelaw）の実施
をあげている。すなわち，会社法規部は企業経営上のあらゆる法的危険を予
防する機能があるという。私はかねてより“予防法学としての経営法学，，を
⑭
主張してし､る。
⑮
経営法学の定義化について諸見解がある。私lま－つの試論（仮説）として，
経営法学とは，企業経営の意思決定から法的危険を回避する法則を分析する
科学であると解し，経営法学を独立した科学として独自性を維持し，その方
法と対象に基づく基本的理念を主張している。その対象は企業であるが，企
業そのものではなく動的な“企業経営，’である。そして，その方法として経
㈹
営法学の特異性を倉Ｉ説している。それIま，法的危険の予見性，法的危険の予
防性（予防法学性）学際性（隣接科学導入性）と実用法学性である。この特
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）１５
異性から特に“予防法学，，が，とりわけ重要で，経営法学のいわば象徴的な
特異性の存在と解している。この法的危険の予見性と法的危険の予防性を併
せて「法的危険の回避」（legalriskmanegement）と称し，私が主張して
いる経営法学の指導理念である。会社法規部は，この指導理念を企業内で実
践化するものである。マドックの論文は会社法規部の第２の長所としてこの
㈹
“予防法学，，の実践をあげているのである。
会社法規部を長期的見地からゑて最も重要なことは社内弁護士を通して会
社が不適当な行為，不当な法的危険をともなうコースを歩む前に，適当にそ
の活動を導いてくれるという。別の表現をすれば会社法規部は“経営者を刑
務所にぶち込まないこと，，といわれる所以である。この点に関し高石義一氏
は，論説「危機に堪えうる法務を」の中で，法規部員は「……法律相談案件
が法違反ないし法的不利益を伴うような場合にも，単に『ノー』というだけ
ではなく，更に進んで如何にすれば法違反ないし不利益を回避しつつ，依頼
部門の目的を達成することができるのかの代替案を採り，助言すべきであ
⑬
ると考えている」と述べられていることIまマドヅクカ:主張する予防法学の実
践である。ざらに高石氏は「あらゆる角度から考えても適法な代替案がでな
い案件，いいかえると絶対的に違法性を含んだ法律案件」に対して，法規部
長は，「自己の将来を犠牲にし退社さえ覚悟……」してその案件に「ノー」
⑲
というべきである，とも述べられてし､る。
マドックは，本論文で社内弁護士は，予防法的にして建設的な法を行使す
る機会を持っているという。社内弁護士の主たる仕事は，経営活動がスムー
ズに利益を生んで，そして，法的に問題もなく発展するような方法で会社の
すべての人事を導いていくことにあるという事を社内弁護士と経営者の両者
は認識しなければならない。このことは高度の相互尊敬と信頼を必要とする
という。
会社法規部を設置しているすべての会社において，社内弁護士は業務を遂
行するチームの常時の構成員（メンバー）であるとし，法規部員の一員が重
役会（経営委員会）のすべての会合やほとんどの部の会議に出席している。
1６
●在ワシントン，.C,連邦の立法・司法過程についてのアドバイスを与える
●材料納入業者、自動車販売業者、ＧＭの労働者に関する訴訟・破産、ＧＭの
完全子会社であるＧＭＡＣ(ＧＭ車の販売業者に金融を行う）の全ての事項（労
働問題・渉外新事F業問題を除く）
●日勤車部門の金融の問題、証券の販売、国際ローン、その他の金融取引
●ＧＭの§宅全子会社であるＭＩＣ（自動車火災、盗難その他の保険を扱う）の全て
の事項（労働問題、１歩外新事業問題を除く）
●ＧＭの関係する全ての保険に関する事項
●環境・排気ガス・燃料の節約・騒音問題
●エネルギーに関する規制の問題
●燃料資源の取得の補助
●櫛々の設備、製造原料の入手､販売契約の交渉､不動産の取得へのアドバイス
●破産、政府関係機関に関する契約、それから生ずる訴訟
●国際法に関するアドバイス
●国際投資、国際会社法、国際販売、国際供給契約、その他
・他の課に属さない民事訴訟､クラス･アクション､製造物責任に関する訴訟
事
の顧問
●反トラスト法、消費者保護法に関するアドバイス
●ＧＭの国内的及び国際的商標、著作権の問題
僅臺iiiif三'1鰯雰ｷﾞii1liljiiil蕊ii嚢ii:B喜鰯關綴
●会社の諸記録、すなわち取締役会議事録、定款、組織図などの準備、保管
●全国労働関係法・公民権法、その他の人事に関する法律
の問題
●労働災奔のクレーム、及び訴訟
●ＧＭ製品、生産過程及びシステムに関する問題
１塁i魍|:聯嚇蝋蝋遙卿灘
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イス
・証券取引、登録に関する問題、証券に関する開示の問題、インサイダー取引
に関する問題、ＧＭとその非金融子会社との関係、証券の上場の問題
●広い範囲の諸計画の問題、取締役会への法務部長の年次報告の準備を含む
<表21＞ＧＭの法規部の組織と所轄事項
（大矢・小林『会社法務部の研究』９２～93頁より）
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）１７
また，法規部員は生産を管理する人や販売を管理する人のすべての会議に出
席することは日常的なことであり，日常的でなければならない。それゆえに，
法規部員は，会社の政策が策定される時に出席し，計画や，その背景や，そ
れらの計画の理由を組織における他の者と同じように知って，精通している
という。このことによって，日常のビジネスの中に起りうる法的な問題を知
り，あるいは適当な方法で望ましい計画を遂行するための方法を暗示したり
剛
する機会力:得られる，という。つまり，法的危険の予見が可能となるのであ
る。また，法規部を有する会社は通常日常的なことを決定するときから社内
弁護士を討義に参加させる。
マドックの論文は，会社法規部の予防法の実施におけるもう一つの側面
（分野）として会社管理者や従業員に対する適確な教育的機能を説いている。
セールスマングループに業務上の法律問題を助言することができる。この教
育的処置は，他の従業員のグループに対しても可能であり，法的問題が発生
したときに，彼らがそれを容易に認識できる。それゆえに，問題が手に負え
なくなる前に，弁護士としての理知的な行動やコンサルテイションがより大
きな保証を与えてくれるのであると説く。
（５）法規部の短所マドックの論文は，会社法規部には以上のような長所
剛
（有利性）に対し，つぎの短所(不禾Ⅲ性）があると説く。経営管理(business
administration）の見地から会社法規部活動によって生ずると考えられる不
利な点もまた考慮されねばならない。マドックは，法規部（活動）の短所
図
(unadvantage）として三つの問題`点をあげている。
法規部活動の第１の短所は，法規部員が会社の方針の前にはいわゆる“イ
エスマン，，になる危険性である。社内弁護士に助言者(adviser）としての長
所（有利性）を与えた場合，当然社内弁護士と会社との間には緊密な関係に
よって会社に不利な事態が生じる可能性があるという。すなわち，社内弁護
士は会社の方針の前にはいわゆる“イエス。マン”に陥る危険性がある。社
内弁護士は会社とお関係は雇傭契約にある。‘`お抱え弁護士,，“keptlawy‐
er'’としての‘`雇われの身'’であり，主君一経営者に対して忠実に勤める義
1８
務がある。このいわゆる経営的主従関係がイエス・マンの関係を深化させる
傾向にある。企業はその基本方針に基づいて組織活動をするとぎ，たとえ，
法規部員は独自な意見をもっていても，いきおい経営者の方針に対してイエ
ス・マンなる態度を取りがちになる。
しかし，このような会社法規部の短所は経営者の法規部への指導いかんに
よっては改善されうる。また，会社法規部員がその使命がリーガルリスク・
マネジメントに立脚し,経営を企画し組織することを認識しているならば,高
石義一氏が述べられているように,絶対的な違法性に対し,自己の将来を犠牲
園
にしてでも「ノー」といい，イエス・マンへの危険性Iま回避されるであろう。
法規部活動第２の短所は法規部員が社会の事情にうとくなる危険性がある
といえよう。法規部員は，いわば，“おかかえ'，（kept）であり，その全精力
でその会社の法律事務を行なうものであるから，社会の事'肩にうとくなる危
険性を避けられない。このような欠点を除去するためには，一般に，社会重
役制度（outsidedirectors）を設け，会社法規部長をこうした社会重役の出
席する取締役会，常務会その他の会合に出席させるようにしているという。
法規部活動の第３の短所は，法規部員が法律実務を法的観点よりも，ビジ
ネスの観点から処理しがちな危険性があるという。このことは，社外弁護士
にはあまり当てはまらない問題である。法規部員は企業組織の－人として活
躍しているわけであり，日常ビジネスの流れにそって行動しているために，
法律事務を無意識のうちに法的観点よりもビジネスの観点より重視して処理
する傾向にある。マドックは，社内弁護士が法律事務を考え，危険率を評価
する際に，彼は，まず第一に，弁護士であり，第二に，ビジネスマンであら
ねばならない。この重要性の順序が逆になる時には，社内弁護士としての資
倒
格力:失われるという。しかし，この短所も社内弁護士がその使命を認識する
ことにより解決される問題であると解せられる。
以上のように，会社法規部の短所（不利性）は，社内弁護士が適切な注意
を払うことによって最少限にとどめられたり，排除されたりできる。また，
この短所は，全体のバランスにおいて考えられる一方の長所において十二分
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に補われているという。業務が法的助力を継続的に必要とする会社では，自
社の法規部を通じて，外部（社外弁護士）よりはるかに効率よく，必要な法
的助力を得ることができよう。このことは，現にどんなに強調しても言いす
田
ぎるということのない利益である，とマドヅクI土論じている。つぎに，わが
㈹
国の企業における完全なる会社法規部の組織1こついて考察したい。
(3)ルーダーの「会社法規部」論の問題点
ルーダーの会社法規部論については次号に譲る。
(1)大矢「会社法規部と戦略的機能(1)」比較法制研究11号１頁以下
(2)チャンドラ箸三菱経済研究所訳『経営戦略と組織一米国企業の事業部制成
立史』１７頁以下実業之日本社(1967)。大矢息生『現代の経営法学」１８頁以
(3)大矢息生・小林俊夫共署「会社法務部の研究』４６頁以下経済界（1988年)，大
矢息生「完全なる会社法規部」国士舘法学研究叢書『法と社会」（上）７頁以下
(4)アメリカの企業における会社法規部形成発岩過程はく表１＞，〈表17>に示したよ
うに第１期を1860年頃から1929年，第２期を1930年から1973年，第３期を1974年
から現在に至る時代区分とする。日本の企業においては第１期は1960年から1972
年，第２期を1973年から1980年，第３期を1981年から現代に至る時代区分とする。
Allen，ＬｏｕｉｓＡ.，Ｏγgzz"/zα"o〃Ｐ〃""/"ｇｆａＴｏｏノノbγ此"”Ｍｚ"α9W'zc"'
TheManagementRecord（1954）
(5)例えば，売掛金の回収は原則として営業部課販売課が担当し，それが焦げつい
た段階で経理課審査課や管理課が残務整理を行い，どうにもならないと判断した
時には社外の弁護士（社外弁護士;outsidecounsel）に委任して訴訟に持ち込
んでいる場合が多い。従業員の採用から解雇までの法律事務は人事課・労務課が
担当し，社員研修は人事課教育課が労働組合対策については労務課で処理する。
特許や商標，著作権などの知的所有権の管理や紛争処理については総務課，特許
課，企画課あるいは研究所が担当し，合併，業務提携，企業買収などは企画室な
どで，それぞれの権限の範囲で後仕末的に処理されているが，満足のいく完全な
処理は不可能である（なお，商事法務研究会編「企業内法務業務に関する実態調
査」商事法務360号（1965年10月)。
(6)大矢息生著『会社法規部入門」105頁以下近代セールス社（1968)，渡米経営法
務視察団報告書『アメリカにおける経営法務の実態」関西生産性本部（1972）大
矢息生『リーガルリスク管理と経営法学』５５頁以下。大矢・小林『前掲』８６頁以
下。Docec`/"ｇｓＯ／ＣＯ'PCγα'ｃＬａｚ(ﾉＤ⑫αγ'机c"'ＦＷ況加TheBusinesLa‐
ＷｙｅｒＳｐｅｃｍｌｌｓｓｕｅＶｏｌ３４Ｎｏ２（1979）
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(6)の２同書146頁
(7)大矢息生著「国際経営法学序説」102頁以下日本生産性本部（1972)，飯島澄雄
述「アメリカの会社法規部」『会社法務部~その任務と活動」（ＮＢＬＮｏ２）
５０頁以下所収商事法務研究会（1976)，小島武司述「成熟期を迎えた企業法務部
の課題と展望」『会社法務部一第五次実態調査報告』（ＮＢＬＮｏｌ６）６頁以下
所収高事法務研究（1986）ルイスＡアレン高宮晋監訳『管理と組織』（Manage-
ment＆Orgnization）471頁以下ダイヤモンド社（1960)。CharlsSMad-
dock.，ＴﾉｾeCoPoγαﾉﾉo〃ＬａｚｕＤ”α"ｍｅ"/，３０ＨａｒｖａｒｄＢｕｓｉｎｅｓｓＲｅｖｉｅｗ
ｐｐｌｌ９－１３５（1952）
(8)小中陽太郎「ドキュメント司法試験３」法学セミナー12月122頁1987゜
(9)大矢・小林『前掲』157頁，トヨタ自動車のリスクレス商法については「トヨタ
自動車」（シリーズ・大企は，いま第２回)プレジデント５月号218頁以下(1988)。
⑩高石義一氏はこの点に関しジュリスト857号の「危機に堪えうる法務を」とい
う論説の中で，違法な経営判断に対しては，退社さえ覚‘悟して俗にいう辞表を内
ポケットに忍ばせてでも反対すべきだと主張される。「企業法務部門も他部門と
同様きれいごとでは済まされない側面がある。あらゆる角度から考えても適法な
代替案がない案件，いいかえると絶対的に違法性を含んだ法律案件もある。かか
る案件が会社全体の主要方針や主要依頼部門の目標達成等に関係する重大な法律
案件である場合には「ノー』という法律意見を出し，企業トップや部門長を説得
することは容易なことではない．仮に『ノー」という意見を出したとしても，そ
の法律案件が重大であれば，依頼部門の長あるいはトップ・マネージメントでさ
え，法務の意見を無視して，問題の計画を実施に移そうとするかもしれないので
ある。このような事態に至ったときの最終方向決定は社長がその責任において行
うことになるが，そこに至るまでに法務部門一特に法務部門の長一がどのよ
うに行動するかで，その真価は決まって来る。このような重大な問題に対して
『ノー」という意見を出す場合には徹底した法的検討．及び関係者との議論を尺し
た上でなければならないが，それでも法的に支持し得ない場合には，確固たるポ
ジションを採る勇気と覚悟が，常に，法務部門の長にはできていなければならな
い。その場合，法務部門の長は自己の将来を犠牲にし，退社さえ覚`悟しなければ
ならないかも知れないのである。このような事態は滅多に生ずるものではないし，
通常，企業経営者の良識がそれ以前に問題を解決すると思う。しかし，このよう
な緊張した事態が明日生じないという保障はない……｡」（同号17頁)。
⑪古川栄一箸「新版経営法学入門」134頁経林書房（1977)。占部都美著「基本経
営管理」ダイヤモンド社:（1974)。Ｐ，Ｅ，Holden，ＴｏＰＭｚ"age碗e"ﾉﾉＯγｇｍｚｊ－
ｚａﾉﾉo〃αＭＭＺ"age"c"オ（1951)，Ｗ,Ｈ,Ｎｅｗman.，Ａ伽/"/s/γα'ｊＤｃＡｃ'伽；
会社法規部と戦略的機能(2)（大矢）２１
丁ﾉﾉCTCC""/9"CSO／Ｏγgmzjzaﾉﾉo〃α"ｄＭｚ"age”e"ノ（1951)。
⑫古)Ⅱ栄一署『前掲」
(１３大矢述「外資上陸作戦の参謀本部一会社法規部｣マネジメント７月号（1969）
⑭高官晋署『経営組織論』229頁以下ダイヤモンド社（1961)。
(llA11enLoulsA.，Ｍｚ"age腕e"ＺａＭＯγgzz"ｊｚα"o"，ｐ224（1957)。高石晋著
「前掲』229頁～234頁。
⑯道田信一郎著『アメリカのビジネスと法』３頁以下有信堂（1964年)，染野啓
子述「経営法学講座」（1-10）法学セミナー109～118号日本評論社（1964～５
年)，大矢息生著『現代経学法学入門」同文舘（1966年)，染野義信述「経営法学
的人間像一経営法学のすすめ」経営法学ジャーナル13号35頁以下自由国民社
（1966年）など。会社法規部が独立した学問上の研究対象化を志向している。
⑰商事法務360号商事法務研究会（1965年）
⑱第２次は「企業内法律業務に関する実務調査」商事法務597号（1970年)，「標
準的法規部門に関する実態調査報告」（非公開）（1970年）第３次は「法務部一
現状と展望」ＮＢＬ109号～114号（｢会社法規部~その任務と活動」別冊ＮＢ
ＬNo.2所収（1976年)，第４次は「法務部の現状と課題一第４次実態調査の分
析報告」別冊ＮＢＬNo.８所収（1982年）第５次は「会社法務部一第５次実態
調査報告」別冊ＮＢＬ１６所収（1986年）などがあり順次実態調査の内容が充実化
している。なお第３次より経営法友会と商事法務研究会の共同事業として実施さ
れている。
⑲関西生産性本部編『アメリカにおける経営法務の実態一渡米経営法務視察団
報告書』関西生産性本部（1972年)，米国商事法務事情視察団編「〔視察報告〕ア
メリカの会社法務部~その機能と運用一』商事法務研究会（1980年)，欧州
商事法務事情視察団『〔視察報告〕ヨーロッパの会社法務部－その機能と運用」
経営法友会（1984年)。
⑳宮澤節生著『海外進出企業の法務組織一アメリカ法環境への適応をめざし
て」１頁以下学陽書房（1987年）我が国の現地法人については「日本起源の企業」
としての特性という背景もあり完全なる法規部の創造が困難視されているようで
ある。
(２，大矢息生署『国際経営法学序説』６４頁以下。飯島澄雄述「アメリカの会社法務
部」「会社法務部」（別冊ＮＢＬNo.2）５０頁以下。A1fredD，ChandlerJr.，
Ｔ"Vzsz6化Ｈα"`-ＴｈｅＭＺｚ"ageγ/αノRczﾉ0/zﾉﾉﾉo〃ノ〃Ａ籾eγｊｃａ〃Ｂ"si"CSS，ｐｐ､1
-500(1977)。ManselG,BlackfordK，AustinKerr，ＢｚＭｚｃｓｓＥ""幼グー
ノｓｅｉ〃Ａ腕”ｊｃａ〃Ｈｉｓ/0が（1986）
⑫Chandler;ｏｐ，Cit.，ｐ108．Maddock；ｏｐ，Cit.，119．ＯｔｔｏＭａｙｒａｎｄ
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RobertCpost，eds.，Ｙα"ﾉﾚｅｅＥ"'elePがscfTﾉｂｃＲ/Ｓｃ〃ノノｂｅＡ”eγ/cα〃Sys‐
/cれげＭｚ""/tzc'”Cｓ（1981)。B1ackfordandKerr；ｏｐ，Cit.，
⑬大矢箸『前掲』６４頁以下。飯島述「前掲」５３頁以下。
⑭私はこの論文を「いわゆるマドックの会社法規部論」と称している。同論文を
抄訳した拙訳した拙訳は拙著『国際経営法学序説」に収録している。なお，大矢
述「いわゆるマドックの会社法規部論」国士舘法学12号69頁以下国士舘大学法学
会（1980年）大矢箸『現代の経営法学』316頁以下。
(25）Maddock；ｏｐ．ｃit.，ｐｌｌ９，なお，マドヅク氏は，本論文を執筆した当時
は,氏は，ハーキュレス・パウダー社（HerculesPowderCompany）の法規
部の副部長（assistantdirector）であり，その後，同社の法規部長（general
counsel）に昇進されている。なおＬｅｏｎＥ,Hickman；ＴｈｅＥ”ｃｒｇｊ"ｇＲｏル
ｏ／ｵﾉｶｃｃ”oγα'CCC""Ｓｃﾉ,Ｚ２ＴｈｅＢｕｓｉｎｅｓｓＬａｗｙｅｒ２１６（1957)。
<2ＣＩＤａｖｉｄＳ，Ruder；ＡＳ"ggcs'２０〃んγ肋cγｃａｓｅ‘ＵＳＣＣ／ＣＯ”oγα/ｅＬａｚｕ
ＤＣＰαγ/腕e"ノノ〃"α`”〃ＣＯ'PCγαﾉﾉo"，ＴｈｅＢｕｓｓｉｎｅｓｓＬａｗｙｅｒ,Vol､23,Ｎｏ．
２，ｐｐ３４１－３６３（1968）。
伽本論文を私はいわゆるルーダーの会社法規部論と称している。大矢息生署『社
内弁護士の研究』７３頁以下第一法規出版（1982年）大矢述（いわゆるルーダーの
会社法規部論）比較法制研究３号95頁以下（1977年)。
⑱ＪｏｈｎＰ,Donnell；Ｔ"CCC'PCγα/CCC""Scノαγo化Ｓｍ(Zｙ（1970），Donnell
教授は本書執筆当時はインディアナ大学ビジネススクール教授で経営法部委員長。
なお，大矢述「Donnell教授の社内弁護士論」国士舘法学22号所収(1990年予定)。
剛ルーダ教授は同論文執筆当時は，ノースウエスタン大学教授であった。同論文
の内容は大矢息生署『リーガルリスク管理と経営法学一ボストンの人と組織と
大学と』８６頁以下学陽書房（1986年)。
小杉丈夫監修『フォーラムアメリカの会社法務部~その現状と課題』１頁以
下商事法務研究会（1980年)。なお，アメリカの企業の第三期法規部時代の前期
の実態については米国商事法務事情視察団編『視察報告」『アメリカの会社法務
部~その機能と運用』１頁以下参照。
帥大矢・小林署『会社法務部の研究』６７頁以下。藤倉皓一郎，長尾龍一編『国際
摩擦~その法文化背景」２頁以下日本評論社（1989年)。宮本倫好箸『日本Ｉ
ＢＭ企業文化戦略」ＴＢＳブリタニカ（1986年)，松尾翼著『日米ダンピング訴
訟の内幕」読売新聞社（1986年)，下村満子箸『ハーバード･メモリーズ』ＰＨＰ
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岡本論文発表後に発表された会社法規部に関する論文としては，ディヴィドＳ，
ルーダー教授（当時）（profDavidS、Ruder）の論文「近代的会社にのける
会社法規部の利用拡大ののための提言」（ＡＳ"ggesﾉﾉo〃ｏγｃ/"cγｃａＳｅａｚＺｓｅｏ／
ＣＯγPCγα/ｅＬａｚｕＤｅＰαγ/”e"'s）と「今日の会社における会社法規部」（FﾉﾝｅＣｏ”
ｏγα/ｃＬａｚｕＤｅＰαγ/板e"ノガ〃TMczy，sColaPoγ-αﾉﾉo"）がある。前者はＴｈｅBus‐
inessLawyerの第23巻第２号（1968年１月刊）に発表されたものである。ル
ーダー教授の本論文は，マドック氏より提供された調査資料にさらに最新のデー
タを加えたものに基づいて発表されたものである。後者は，同誌のTheBusi-
nessLawyer第34巻の特集号（1979年２月刊）のProceedingsofCorpo‐
rateLawDepartmentForumに掲載された巻頭論文である。前者はアメリ
カの会社法規部形成発発過程の第二期法規部時代の後半の実態を，後者は第三期
の実態にかからしめて論述されているものであり，前述のマドック氏の論文は第
二期の前期の後半の実態を紹介したものである。これら３編の論文はアメリカ企
業における会社法規部の実体と実態を知るうえで貴重であり，わが国に於ける会
社法規部の在り方，企業内の位置づけ等について多くの示唆を与えている。
ルーダー教授は前者で法規部の積極的な利用の提言を行ない後者では会社法務
の了言の重要性を強論されている。すなわち，前者では二つの点が強調されてい
る。第一点は，会社法規部についての有利性である同教授は会社法規部の有利性
は社外弁護士よりも本質的な利点を提供するという。この会社法規部の有利性は
多面的であるが，その中心的課題は法的危険の回避(legalriskmanagement）
にあり，そのために企業の内外をめぐる情報を収集しこれを客観的に分析し，法
的評価を加え，“経営における主観主義'，を排除するところにある。第二点は会
社法規部の専門化（legalspecialization）と社外弁護士の利用である。
ルーダー教授は後者では，会社法務の予言的性質と法務部の変動および社内弁
護士の役割の拡大等について述べられているが，その中で，法律家としての社内
弁護士本質的な資質として“予言すること”つまり，“会社法務の予言”である
ことを強調されている点に注目したい。ところで企業経営上の意思決定は，すべ
ての結果についての予言を必然的に含まれている。私が主張しているリーガルリ
スク・マネジメント論は企業経営におけるリーガルリスク（法的危険）の回避に
あり，それはリーガルリスクの予見と予防である（大矢・小林箸『会社法務部の
研究」１２頁以下)。このリーガルリスクマネジメント論について某法律雑誌に批
判が発表されているところであるが，本稿のく結びに代えて＞に関連してこの批
判についての私見を述べたいと思う。
